
令和元年度事業計画書

基本計画 

７０年以上被災農家や地域経済を支えてきた農業共済制度は、一昨年「農業経営収

入保険制度の導入」と「農業共済制度の大幅見直し」が実施され、制度発足以来、最

大級の改革により、名称も農業災害補償法から農業保険法に改められた。農業共済組

合は、農業経営の二つのセーフティネットである「農業共済制度」と「農業経営収入

保険制度」を全ての農家に提供するため、組織一丸となって農家・組合員の信頼確保

と効率的な運営、制度の普及に全力で取り組むものとする。 

農業共済制度について、近年では平成２６年の豪雪をはじめ、地震・夏季の異常高

温・台風・集中豪雨・降ひょう・ダウンバーストなど過去に経験したことのない自然

災害等が頻発する中、災害対策の基幹として、本制度の役割は益々重要になってきて

いる。制度改正内容についてわかりやすい説明により、農家との「信頼のきずな」を

強固にし、加入の拡大を図るとともにコンプライアンスに基づく適正な事業運営に努

める。 

平成３１年１月１日より保険期間が開始した農業経営収入保険制度は、自然災害等

による収量の減収に加え、需給変動による価格の低下、病気やケガで出荷量が減少し

たことによる収入減少等を作物の品目を限定することなく、農業収入の減少を補填す

る制度であり、農家経営の安定した発展に貢献していくため、行政や関係機関等と連

携を図り、普及推進に積極的に取り組む。特に、農業共済制度で実施していない作物

を栽培している農家に対してのアプローチを強化し、加入農家の拡大を図る。 

また、平成２２年に群馬県農業共済組合を設立し、事業運営の合理化・効率化に取

り組み１０年目を迎えたが、コンプライアンス及び内部監査によるガバナンスの強化

はもとより、引き続き全国統一運動「安心の未来」拡充運動を軸に、支所のグループ

化による業務連携を進め更なる組織体制強化に努め、農業保険制度推進体制の強化を

図る。 



■ 引受計画と実施方策

 農作物共済 

１．引受計画 

農作物共済（水稲・麦）は制度改正により平成３１年産から当然加入制から任意加入制へ移

行したことから、加入申込者には共済掛金等の期限内納入を徹底するとともに、掛金未納者に

は災害による補填ができない旨を周知する。また、新たに一筆半損特約や自動継続特約、組合

員等別危険段階等が設けられたことから、戸別訪問や会議等でわかりやすい制度説明を行い引

受確保に努める。更に、青色申告実施農業者については収入保険制度を含めた効果的な推進を

するとともに、青色申告未実施農業者については令和４年産から一筆方式の廃止及び近年の異

常気象による災害発生の増加等を鑑み、品質部分まで補償対象となる水稲品質方式や麦災害収

入共済方式、または半相殺方式への移行を推進し、無保険者をなくすことに努める。 

水稲については、地域再生協議会と連携を行うとともに、加入者全戸へ制度改正と水田一体

化台帳への記入について周知し、地区役員等を通じて制度改正チラシを配布するなど水稲共済

制度理解を深め適正な加入に結び付ける。 

麦については、経営所得安定対策の畑作物の直接支払交付金の対象作物とされていることか

ら、同対策に係る麦の栽培実態と加入資格者を把握し、引き続き全戸加入を推進するため戸別

訪問を実施する。 

水稲１２，８６４ha、麦６，７０２haを引受目標とする。 

２．実施方策 

農業保険法、事業規程及び要綱等に基づく適正な事務処理と無保険者の発生防止を図るため、

下記事項に努める。 

（１）コンプライアンスに基づく適正な事務処理 

（２）一体化台帳による有資格農業者の把握並びに未加入者への推進 

（３）加入申込の早期把握 

（４）加入申込者の共済掛金等期限内徴収 

（５）水稲品質方式・麦災害収入共済方式の普及拡大 

（６）一筆半損特約の付加推進による補償の充実 

（７）制度改正内容の説明及び周知 

 家畜共済 

１．引受計画 

家畜共済は制度改正により死亡廃用共済と疾病傷害共済に分離され、どちらか一方の共済に

加入、あるいは両方の共済に加入するといった加入選択肢が広がったことから、様々な農家ニ

ーズに応じた提案型の推進を行い、加入戸数の維持・拡大を図る。 

酪農を営む農家に対しては、補償の充実を図ることから死亡廃用共済と疾病傷害共済の両方

の加入推進を行うと同時に、子牛選択の引受を積極的に推進する。 

また、肉用牛農家に対しては、改正された期首時の評価額補償から事故発生時における評価

額補償に拡充された内容を周知するとともに、掛金が低額で加入しやすい事故除外方式(火

災・伝染病・自然災害事故のみ)を併せて推進し、加入戸数の拡大を図る。 

種豚・肉豚農家に対しては、加入割合が低いことから積極的に推進し、加入戸数の拡大を図

る。特に、引受実績が無い支所はその解消に努める。 



 ≪死亡廃用共済≫ ≪疾病傷害共済≫ 

・搾乳牛 ２９，３７８頭  ・乳用牛 ２４，７８１頭 

・育成乳牛 １４，９０８頭  ・肉用牛 ５，６８６頭 

・繁殖用雌牛 ４，３９９頭  ・種豚 １，２０２頭 

・育成・肥育牛   ２３，４９７頭 

・種豚 ７，２４０頭 

・肉豚 ５２，１６２頭 

２．実施方策 

農業保険法、事業規程及び事務取扱処理要領に基づく適正な事務処理と引受の拡大に向け、

下記事項に努める。 

（１）コンプライアンスに基づく適正な事務処理 

（２）有資格農業者の把握並びに戸別訪問による新規加入の拡大 

（３）提案型による加入推進 

（４）指定獣医師との連携強化による加入推進 

（５）制度改正内容の説明及び周知 

 果樹共済 

１．引受計画 

果樹栽培農家の高齢化等による廃園・規模縮小に伴い果樹面積は年々減少しており、引受面

積も停滞傾向にある。このような状況の中、果樹経営支援対策事業等については農業共済制度

及び収入保険制度の加入が要件化されていることから、同事業の実施情報等を把握し加入推進

を図る。 

また、有資格農業者を的確に把握するとともに、青色申告を行っている農業者については収

入保険制度を含めた農業者の経営プランに即した保険設計に努め、戸別訪問や会議等でわかり

やすい制度説明を行い、加入戸数の拡大を図る。 

青色申告を行っていない農業者については、近年の異常気象による病虫害や局地的な集中豪

雨や竜巻等の被害が多く発生していること及び令和４年産から特定危険方式が廃止されること

から、全ての共済事故が補償対象となる減収総合短縮方式を推進し、りんご４，６７８ａ、な

し１，１５２ａを引受目標とする。 

２．実施方策 

農業保険法、事業規程及び要綱等に基づく適正な事務処理と引受の拡大に向け、下記事項に

努める。 

（１）コンプライアンスに基づく適正な事務処理 

（２）有資格農業者の把握並びに戸別訪問による新規加入の拡大 

（３）収入保険制度を含めた農業者の経営プランに即した保険設計 

（４）青色申告未実施農業者への減収総合短縮方式の普及拡大 

（５）地域・品種ごとの収穫量調査 

（６）農家ニーズを把握するためのアンケート実施 

（７）制度改正内容の説明及び周知 



 

 畑作物共済（大豆） 

１．引受計画 

大豆は、経営所得安定対策の畑作物の直接支払交付金の対象作物として栽培されていること

から、同対策に係る大豆の栽培実態と加入資格者を把握するとともに、戸別訪問や会議等でわ

かりやすい制度説明を行い、加入戸数の拡大を図る。 

また、平成３１年産から制度改正が行われたことから、改正内容の説明・周知を行うととも

に、令和４年産から一筆方式が廃止されるため全相殺方式や半相殺方式への移行に努め、 

１１，２４９ａを引受目標とする。 

 

２．実施方策 

農業保険法、事業規程及び要綱等に基づく適正な事務処理と引受の拡大に向け、下記事項に

努める。 

（１）コンプライアンスに基づく適正な事務処理 

（２）有資格農業者の把握並びに戸別訪問による新規加入の拡大 

（３）一筆方式から全相殺方式・半相殺方式への移行推進 

（４）制度改正内容の説明及び周知 

 

 畑作物共済（蚕繭） 

１．引受計画 

本県の養蚕農家は、ここ数年、富岡製糸場の世界遺産登録の影響から絹への関心が高まり新

規就農者が増加しているが、高齢化による廃業・規模縮小に伴い飼育戸数、収繭量は年々減少

している。 

本県の繭生産量は全国の４割を占める全国一の養蚕県のため、新規就農者はもちろんのこと、

関係機関と連携して有資格農業者を的確に把握するとともに、近年の異常気象等による蚕の飼

育環境の悪化が深刻な問題となっている現状を踏まえ、戸別訪問や会議等でわかりやすい制度

説明を行い、加入戸数の拡大を図り、本県養蚕業の維持発展と養蚕農家の経営安定を図ること

を目的に実掃立箱数の７５３箱を引受目標とする。 

 

２．実施方策 

農業保険法、事業規程及び要綱等に基づく適正な事務処理と引受の拡大に向け、下記事項に

努める。 

（１）コンプライアンスに基づく適正な事務処理 

（２）有資格農業者の把握並びに戸別訪問による新規加入の拡大 

（３）制度改正内容の説明及び周知 

 

 園芸施設共済  

１．引受計画 

近年、異常気象が原因と見られる豪雪・大型台風・集中豪雨・降ひょう・竜巻・ダウンバー

スト等により県内の施設園芸用ハウスは大きな被害を受けている。 

国等が実施している各種補助事業において共済等の加入が要件化されている中で、農業者が

自ら共済等に加入することにより「備えあれば憂いなし」の農業生産体制を構築するとともに、

更に、国では台風前の６月と降雪前の１１月を「災害に強い施設園芸づくり月間」として設定



し、被害の防止に向けた技術指導の徹底と園芸施設共済及び収入保険への加入促進を重点的に

行うこととしている。 

そのため、関係機関と連携して有資格農業者を的確に把握するとともに、戸別訪問や会議等

でわかりやすい制度説明を行い、加入戸数の拡大を図る。 

また、平成３１年１月から園芸施設共済の制度改正が行われたことから、改正内容の説明及

び周知を行い、継続加入者の完全確保と未加入者の解消を図る。新たに導入された収入保険制

度についても周知し、ハウス本体・附帯施設は園芸施設共済へ、施設内農作物は収入保険への

加入推進を行い、５６，５８９ａを引受目標とする。 

 

２．実施方策 

農業保険法、事業規程及び事務取扱要領等に基づく適正な事務処理と引受の拡大に向け、下

記事項に努める。 

（１）コンプライアンスに基づく適正な事務処理 

（２）有資格農業者の把握並びに戸別訪問による新規加入の拡大 

（３）継続加入者の完全引受 

（４）３年補償満了となるハウスへの積極的な加入推進 

（５）復旧費用、撤去費用の加入推進 

（６）多目的ネットハウスの推進 

（７）大規模施設園芸農家への加入推進 

（８）制度改正内容の説明及び周知 

 

 建物共済  

１．引受計画 

貴重な財産である住宅・農作業場・家具類等を火災や自然災害から守るため、わかりやすい

申込書記入例やパンフレット等を活用した継続加入の確保を基本とする。併せて、近年多発し

ている自然災害の補償ニーズに対応して総合共済の積極的推進、加入割合の低い家具類加入者

に対する増額推進と家具類未加入者への新規推進及び既加入者の未加入物件の新規加入推進を

行い、総共済金額１兆１，６３９億円を引受目標とする。 

 

２．実施方策 

農業保険法・約款等に基づく適正な事務処理と適正で十分な補償額の推進に向け、下記事項

に努める。 

（１）コンプライアンスに基づく適正な事務処理 

（２）総合共済の加入推進 

（３）家具類の推進強化 

（４）未加入物件の新規推進 

（５）事故調査時における提案型推進の実施 

 

 収入保険  

１．引受計画 

近年多発する自然災害や価格の低下など様々なリスクによって生じる農業収入の減少を総

合的に補填する収入保険制度の推進にあたり、「経営安定を支える総合補償」・「経営発展を助

けるチャレンジ補償」・「経営評価を高める信用補償」とする三大補償を特にアピールし、安定



した農業経営を実現させるため、青色申告を行う農業者に対し早期に戸別訪問等による加入拡

大を図る。 

また、制度内容を知らなかったと言われることがないようＮＯＳＡＩ主催の会議に限らず、

県・ＪＡ等関係機関と連携し、農業者が参集する各種会議・研修会等において積極的に制度普

及を図り、最終目標である２４，０００経営体の早期達成に向け推進する。 

  本年度の引受目標は１，０００経営体とし、目標達成に向け加入推進活動を効率的に行う。

併せて全国農業共済組合連合会が示す「活動効率化のためのガイドライン」に沿って、経費の

節減に努め効率的な加入推進活動を進める。 

２．実施方策 

  農業保険法・全国農業共済組合連合会事業規程・農業経営収入保険事業実施要領等に基づく

適正な事務処理と引受の拡大に向け、下記事項に努める。 

（１）コンプライアンスに基づく適正な事務処理 

（２）支所ごとに引受目標経営体を設定し、定例支所長会議で進捗率の報告、進捗状況の共有  

  化 

（３）本所収入保険課職員をグループごとに地区担当制を設け、支所に収入保険担当者を配置 

 し、推進組織体制の強化 

 （４）役職員のトップセールスによる加入推進 

（５）定期的に職員研修会を実施し、制度内容の習得及び普及推進力のスキルアップを図り、

全職員体制による加入推進 

（６）「農業保険の顧客リスト」を基にした加入推進 

（７）関係機関等の協力を得て、生産部会等の各種会議・研修会へ参加することによる制度普 

 及 

（８）パンフレット・チラシ等を活用した制度周知及びシュミレーションソフト等を活用した 

  戸別訪問による加入推進 

（９）農業共済事業の推進と併せた加入推進 

■ 損害評価の適正化方策

 農作物共済 

１．見回り調査を実施し、生育・被害状況等を的確かつ早期把握に努め、実態に即した被害申告

を促し、適正な損害評価に役立てる。 

２．近年の異常気象による水稲の高温障害については、県内８０箇所の調査ほ場に積算温度計を

設置し、その結果と関係機関との連携を密にし、必要に応じて迅速な注意喚起を行う。 

３．基礎組織役員及び職員の損害評価技術の向上を図るため、検見競技会等の研修会を開催し、

任務の重要性について認識を高めるとともに適正な損害評価を実施する。 

４．共済事故以外の原因による減収については、分割評価基準の適用を徹底し、分割評価の適正

実施に努める。 

 家畜共済 

１．死廃事故の適正化 

（１）加入農家・診療獣医師等に対して事故報告履行の徹底と、次の「廃用等の範囲」の周知を



図るとともに遵守する。 

《廃用等の範囲》 

１号廃用  疾病または不慮の傷害によって死に瀕したとき。 

２号廃用  不慮の災厄によって救うことのできない状態に陥ったとき。 

３号廃用  骨折、は行、両眼失明又は農林水産大臣が指定する疾病（ＢＳＥ・牛白血病・

創傷性心のう炎・放線菌症・歯牙疾患・顔面神経麻痺・不慮の舌断裂による採

食不能）若しくは不慮の傷害であって、治癒の見込みのないものによって使用

価値を失ったとき。 

４号廃用  盗難その他の理由によって行方不明となった場合において、その事実の明らか

になった日から３０日以上、生死が不明のとき。 

５号廃用  乳牛の雌、種雄牛又は種雄馬が治癒の見込みのない生殖器の疾病又は傷害によ

って繁殖能力を失ったとき（ただし、共済責任の始まった時以後に生じたもの

であること）。 

６号廃用  乳牛の雌が治癒の見込みのない泌乳器の疾病又は傷害により泌乳能力を失った

とき（ただし、分娩後１年以内の事故とし、事故の原因が共済責任の始まった

時以後に生じたものであること）。 

７号廃用  出生子牛の奇形又は不具であることにより、将来の使用価値がないことが明ら

かなとき（前肢彎曲症、軟骨形成不全等）。 

※１号及び３号による廃用事故については、当該家畜の写真撮影を行い、家畜共済死廃事故

記録とともに支所で５年間保存する。 

（２）死に瀕するもの以外の廃用事故については、指定獣医師等の協力を得て特定日・事前予約

による効率的な確認を行い、引続き事故確認を完全実施する。 

（３）土曜日の死亡事故確認は、組合獣医師職員が対応することにより死亡確認の効率化を図る。 

２．病傷事故の適正化 

（１）事故発生通知・病傷事故診断書・共済金代理受領委任状・領収書等の期限内提出の周知徹

底を図るとともに、提出遅延等の診断書については組合で定めた免責基準を適用する。また、

指定外獣医師については、病傷事故診断書に係る診療費の領収書等提出をもって加入農家に

共済金を支払うため、その提出を徹底する。 

（２）病傷審査において病傷事故給付基準に則した適正な審査を行うとともに、１割以上の病傷

事故診断書の現地調査を適正に実施し、その事実の記録と確認を徹底する。 

３. 指定獣医師との連携強化

指定獣医師と連絡を密にし、死廃事故・病傷事故の事務処理の適正化を図る。

 果樹共済 

１．被害が発生したつど速やかに見回り調査を実施し、関係機関等の指導を得ながら被害状況の

早期把握に努め、実態に即した被害申告を促す。 

２．農家からの被害申告に基づき、被害状況の把握に努めるとともに現地調査要領・損害評価要

綱に基づく適正な損害評価を実施する。 

３．台風等の広域災害が発生した場合を想定し、職員を対象とした現地研修会を開催して評価技

術の向上を図るとともに、損害評価体制の確立を図る。 



 畑作物共済（大豆） 

１．被害が発生したつど速やかに見回り調査を実施し、関係機関等の指導を得ながら被害状況の

早期把握に努め、実態に即した被害申告を促す。 

２．農家からの被害申告に基づき、被害状況の把握に努めるとともに現地調査要領・損害評価要

綱に基づく適正な損害評価を実施する。 

３．共済事故以外の原因による減収については、分割評価基準の適用を徹底し、分割評価の適正

実施に努める。 

 

 畑作物共済（蚕繭） 

１．共済事故が発生した場合、遅滞なく損害通知を行うよう促すとともに、関係機関等の指導を

得ながら被害状況・出荷量を把握して適正評価に努める。 

２．桑葉被害にあっては、速やかに見回り調査を行い収桑量並びに買桑量調査を実施するととも

に、計画箱数に対応する桑園の適正申告について周知に努める。 

３．共済事故以外の原因による減収については、分割評価基準の適用を徹底し、分割評価の適正

実施に努める。 

 

 園芸施設共済  

１．戸別訪問引受時や推進会議時等に適正な被害申告を促すことにより、損害評価の適正化を図

る。 

２．台風等の広域災害が発生した場合を想定し、職員を対象とした現地研修会を開催して評価技

術の向上を図るとともに、損害評価体制の確立を図る。 

 

 建物共済  

１．事故発生時における評価の迅速化及び落雷・台風・雪害等の広域災害が発生した場合の損害

評価体制の確立を図り、適正な損害評価と共済金の早期支払いに努める。 

２．評価担当職員を対象とした評価研修会を開催し、モラルリスク事案の見極め及び損害評価技

術の向上を図る。 

３．適正な損害評価を行うため、全焼・全損及び軽微な被害以外の事故については鑑定士へ調査

を依頼する。また、モラルリスク案件は外部調査機関に調査依頼して不正請求の防止及び抑止

に努める。 

 

■ 損害防止事業の実施方策 

損害防止事業を実施するにあたり、各事業予算の範囲内において特別積立金等を取り崩して損

害の未然防止に努める。 

 

 農作物共済  

１．加入者ニーズの把握に努め、防除薬剤の配付に限らず、温湯消毒等の防除器具の貸し出しや

土壌診断等、効果的な損害防止事業の実施に努める。  

２．指導センター・ＪＡ等の関係機関等と連携し、効果的な損害防止技術等の情報を入手して損

害防止事業の向上を図る。 

 



 家畜共済 

１.特定損害防止事業

共済事業の収支の安定に資するため、農林水産大臣が定める特定疾病による損害防止事業を

効率的かつ適正に実施する。主に乳牛で発生頻度の高い周産期病・乳房炎を重点的に行うこと

により、被害率の低下を図る。 

２．一般損害防止事業 

加入農家ニーズの把握等に努め、薬剤等の損害防止品を配布し、効果的な損害防止事業の実

施に努める。 

 果樹共済 

１．加入者へ要望調査等を実施しニーズの把握に努め、防除薬剤の配付に限らず、ウッドチッパ

ー等の農家支援機械の貸出しや土壌診断等、要望に沿った効果的な損害防止事業の実施に努め

る。 

２．指導センター・ＪＡ等の関係機関等と連携し、効果的な損害防止技術等の情報を入手して損

害防止事業の向上を図る。 

 畑作物共済（大豆） 

１．加入者へ要望調査等を実施しニーズの把握に努め、防除薬剤配布等、要望に沿った効果的な

損害防止事業の実施に努める。 

２．指導センター・ＪＡ等の関係機関等と連携し、効果的な損害防止技術等の情報を入手して損

害防止事業の向上を図る。 

 畑作物共済（蚕繭） 

１．加入者へ要望調査等を実施しニーズの把握に努め、防除薬剤配布等、要望に沿った効果的な

損害防止事業の実施に努める。 

２．指導センター・ＪＡ等の関係機関等と連携し、効果的な損害防止技術等の情報を入手して損

害防止事業の向上を図る。 

 園芸施設共済 

１．加入者へ要望調査等を実施しニーズの把握に努め、防除資材配布等、要望に沿った効果的な

損害防止事業の実施に努める。 

２．指導センター・ＪＡ等の関係機関等と連携し、効果的な損害防止技術等の情報を入手して損

害防止事業の向上を図る。 

■ 執行体制の整備

 業務運営及び組織機能強化 

１．第５期役員より新体制として理事定数を２３名から１６名に削減したが、引き続き業務運営

内容の意思決定及び執行の監督を行う理事会を定期及び必要に応じて開催し、健全性及び適切

性を確保した運営に努める。また、理事研修会を開催し、コンプライアンス組織体制の構築に

努める。 



２．業務の適正執行を期するため監事会の開催及び定期監査を実施する。監事監査に加え、監査

機能の強化を図るため、会計監査人による経理状況の監査及び顧問税理士による税務指導を受

け、財務運営の適正化に努める。 

３．支所長等会議・本所管理職会議を毎月開催し、ガバナンスを強化するとともに適正な業務運

営に努める。 

４．コンプライアンス・プログラムの実践と着実な実施を図り、組合の引受リスク、事務リスク

及びシステムリスクの根源を正確に把握して、当該業務が適正に実施されているか法令等の遵

守及び各種リスク管理態勢の整備・改善に努める。 

５．検査専門部署である監査室を独立部署とし、内部検査を定期及び必要に応じて実施する。ま

た、各部署における自主点検の実施を指導し、内部管理体制の強化に努め不祥事件の未然防止

を図る。 

６．事務執行体制においては、本所は、総務・経理及び事務処理（事務機械化等）等の集中処理

による管理・統括機能の強化に努める。支所は、庭先活動を主とする事業推進等の充実・強化

を図り、グループ内の業務連携を基に効率的な組織体制（少数精鋭）の構築強化に努める。 

７．組合の財務の健全化と効率執行を図り、一層のコスト低減・節減を実行し、業務収支率の改

善に努める。また、資源のある引受低位な事業の加入推進を重点に事業を展開し、安定的な収

入確保に努める。 

８．支所職員を中心に日常業務における組合員及び農家への訪問により、組合員の満足度の把

握・分析を行い、農業者のニーズに応じた農業共済・収入保険の提案が図れるよう、農業保険

として一体的かつ効率的に加入推進を図る。 

９．農業者の経営情報を一つにまとめて管理できる資源台帳を構築し、有資格農業者リストの充

実を図り、農業者の経営実態に合った保険商品の提案を行う。 

10．各支所に組織した支所運営協議会を軸に、事業推進体制の強化及び関係機関等と連携を図り、

円滑かつ効率的な農業保険事業の普及推進等に努める。 

11．基礎組織役員に対して、円滑な事業推進及び適正な損害評価を行うため、制度内容、事務手

続き、事業推進方策、損害評価方法等について研修・講習会を開催するとともに、次期改選期

に向け農業共済制度の改正に伴う損害評価体制の在り方や定数の見直しについて検討を始め

る。 

12．職務遂行能力や農業保険制度に関する知識を習得した職員を育成するため、計画的に職員研

修会・勉強会を開催若しくは参加し、農業者に制度内容を分かりやすく説明できるよう、職員

の説明能力の向上を図る。また、組織内で常に情報を共有できる体制を整備する。 

13．農業者の税務関係書類等、以前よりもセキュリティレベルの高い情報を扱うことを踏まえ、

個人情報等の取扱い等に係るコンプライアンス体制を強化する。 

14．各支所の事業実績及び業務運営内容を調査検討し、統括支所を中心としたグループ内の業務

の効率化や推進体制の強化を図り、経営改善・適正運営等に努める。 

15．ＮＯＳＡＩ女性の会の継続的な事業活動の支援と活動の活発化を図り、構成委員からの農業

保険事業に係る情報提供を促すこととする。また、県の「ぐんま農村女性会議」と連携し、社

会参画の推進に協力する。 

 

 事務機械化  

１．情報システム安全対策基準（平成７年８月２９日・通商産業省告示第５１８号）に基づき、

農業共済情報に係る脅威を想定し、情報セキュリティ対策の実施及び適正な安全管理の実践に

努める。 



２．情報等に係る安全保持及び運用管理の効率化を図るため、機器及びシステム並びにデータの

管理・保守を業者に委託し、一元管理により事務の共通化・効率化に努める。 

３．個人情報セキュリティ対策を強化し、個人情報の漏洩、滅失及び毀損の防止等に努め、適切

な安全管理を実行する。 

４．効率的なシステム運営により、帳票デザインの統合及び在庫管理の一元化を図る。また、組

織内の情報共有及び職員のスケジュール管理を効率的に行うため、組織内ネットワークを有効

に活用する。 

５．機器導入の長期的更新計画を作成し、情報を安全管理・運用できる機器の更新に努め、併せ

て機器導入時には、業務経費の節減及び更新計画の見直し検討を行う。 

 

 広 報  

１．広報紙を年４回発行し、中央情勢、事業別の情報及び地域の情報を発信する。また、組合員

へのより詳細な情報については農業共済新聞（平成２９年度から北関東版発行：群馬・栃木・

茨城）を有効活用し情報提供を行い普及に努める。 

２．農業保険制度の普及拡大には、ＮＯＳＡＩの情報を正確にすばやく多くの地域に伝えること

が重要な役割となるため、事業推進に繋がる広報の展開を図り、全事業の推進用パンフレット

の作成やホームページを活用した広報活動を行う。 

３．一般新聞への記事掲載等により、ＮＯＳＡＩに係る情報を多くの地域に伝える対外広報を積

極的に展開する。 

 

■ 予算統制の方策 

１．事業計画に基づく事業の遂行及び達成を図り、財源の確保に努める。 

２．資金計画及び運用方針に基づき、安全かつ効率的な資金運用により収入確保に努めるととも

に運用管理委員会を定期及び必要に応じて開催し、運用状況の報告と運用内容について確認及

び見直しを行う。 

３．経常経費については、関係法令に基づき適正な執行に努めるとともに、極力節減を図り財務    

   の安定化に努める。 



■ 家畜診療所事業実施計画 

中央家畜診療所及び２地区（中部地区・北部地区）家畜診療所においては、コン

プライアンスを遵守し、家畜共済の制度改正に対応した事業展開を図る。また、家

畜共済の制度改正により家畜診療所勘定として独立採算制となることから、より効

率的な診療所運営に努める。 
 

１．中央家畜診療所 
    中央家畜診療所は、地区診療所の業務支援を行うとともに健全な診療所運営に

尽力する。更に支所における、未加入農家の加入推進の補助、新規加入畜の健康

検査及び加入事故畜の損害評価業務を実施する。    
 

２．地区家畜診療所 
（１）家畜共済加入家畜の診療 
（２）特定損害防止事業の実施 
（３）受精卵採卵・移植・繁殖検診等診療以外の収入確保のための事業の実施 
（４）引受検査及び事故確認の実施 
（５）家畜共済の加入推進、特に肥育牛並びに種豚の加入推進を重点的に実施 
（６）関係機関及び指定獣医師との連携を強化し、関係機関の行う家畜諸施策に対す 
  る協力 
（７）生産団体への協力と指導 

 
地区診療所実施計画（死亡廃用共済） 

診療所名 引受計画頭数 
診療予定件数 損害防止事業 その他業務等 

共済事故 共済事故外 実 施 内 容 実 施 内 容 

中部地区 

頭 

 

57,947 

 

(30,064) 

件 

 

3,120 

件 

 

1,580 

 

 

1特定損害防止事業 

2一般損害防止事業 

1引受推進 

2各種予防注射 

（2,300頭） 

 

北部地区 

 

 

12,892   

 

(2,485) 

1,550 1,560 

 

1特定損害防止事業 

2一般損害防止事業 

 

1引受推進 

2各種予防注射 

（290頭） 

 

合 計 

 

 

70,839 

 

(32,549) 

4,670 3,140 

 

各種予防注射計

（2,590頭） 

（注）( )内は肉豚頭数 
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区
域

内
の

概
数

(
A
)

9
9
,
3
9
2

1
,
5
6
0
,
0
0
0

－
7
7
6
,
0
0
0

3
2
,
9
7
2

1
6
,
7
3
2

1
7
,
2
5
1

9
2
,
1
4
5

7
8
,
6
9
6

6
7
7
,
4
2
9

3
6
,
0
8
8

5
5
,
6
5
4

5
8
,
3
4
5

一
筆

方
式

1
,
2
2
2
,
4
6
6

3
5
7
,
0
1
6

半
相

殺
方

式
1
7
,
1
0
9

0

本
年

度
引

受
計

画
(
B
)

9
9
,
3
9
2
全

相
殺

方
式

0
0

品
質

方
式

4
6
,
8
2
5

災
害
収
入
共
済
方
式

3
1
3
,
1
8
4

計
1
,
2
8
6
,
4
0
0

－
6
7
0
,
2
0
0

本
年

度
引

受
率

(
B
/
A
)

1
0
0

8
2
.
5

－
8
6
.
4

8
9
.
1

8
9
.
1

2
5
.
5

2
5
.
5

9
.
2

7
.
7

6
8
.
7

1
0
.
2

2
.
1

農
 
 
 
作
 
 
 
物
 
 
 
共
 
 
 
済

陸
 
 
 
稲

麦
水
 
 
 
稲

家
畜

共
済

死
 
廃

疾
病
傷
害

搾
乳
牛

育
成
乳
牛

種
　
豚

肉
　
豚

乳
用
牛

肉
用
牛

種
　
豚

2
4
,
7
8
1

5
,
6
8
6

1
,
2
0
2

2
9
,
3
7
8

1
4
,
9
0
8

4
,
3
9
9

2
3
,
4
9
7

7
,
2
4
0

5
2
,
1
6
2

共
済

目
的

等

ぶ
ど

う
な

し
春

　
蚕

初
秋

蚕
晩

秋
蚕

Ⅰ
　

類
Ⅱ

　
類

Ⅰ
　

類
Ⅱ

　
類

Ⅲ
　

類
Ⅳ

　
類

Ⅳ
　

類
Ⅴ

　
類

Ⅵ
　

類
Ⅶ

　
類

項
　

　
目

甲
乙

ａ
ａ

ａ
ａ

箱
箱

箱
棟

棟
棟

棟
棟

棟
棟

棟
棟

棟
棟

区
域

内
の

概
数

(A
)

41
,3

00
21

,5
00

13
,7

09
33

0
19

2
37

2
－

41
0

10
12

,7
60

2,
35

0
2,

16
0

93
0

53
0

3,
25

0
20

0
17

1,
75

6

0
0

0
一

筆
方

式
10

,2
59

0
0

0
半

相
殺

方
式

0

63
0

83
全

相
殺

方
式

99
0

本
年

度
引

受
計

画
(B

)
0

0
0

27
3.

0
17

6.
0

30
4.

0
－

21
5

1
12

,5
44

66
4

47
0

31
0

85
3,

28
0

92
10

3,
25

4

4,
55

3
0

1,
06

9

62
0

0

4,
67

8
0

1,
15

2
計

11
,2

49

本
年

度
引

受
率

(B
/A

)
11

.3
0

5.
4

82
.1

82
.7

91
.7

81
.7

－
52

.4
10

.0
98

.3
28

.3
21

.8
33

.3
16

.0
10

0.
9

46
.0

60
.1

建
物

共
済

農
家

建
物

畑
  

作
  

物
  

共
  

済
　

果
　

樹
　

共
　

済
　

（
収

穫
）

り
ん

ご
大

　
豆

園
　

　
芸

　
　

施
　

　
設

　
　

共
　

　
済

樹
園

地
単

位

特
定

危
険

方
式

ガ
ラ

ス
室

プ
 ラ

 ス
 チ

 ッ
 ク

 ハ
 ウ

 ス

樹
園

地
単

位

減
収

総
合

一
般

方
式

半
相

殺

減
収

総
合

短
縮

方
式

計

半
相

殺

特
定

危
険

方
式

半
相

殺

減
収

総
合

一
般

方
式

樹
園

地
単

位

減
収

総
合

短
縮

方
式



農
業

共
済

事
業

の
規

模
　

ア
　
農
作
物
、

家
畜

、
果

樹
、

畑
作

物
（

大
豆

･
蚕
繭

）
、

園
芸

施
設

共
済

事
業

の
規

模

項
　

　
目

共
 
 
 
 
済

 
 
 
 
掛

 
 
 
 
金

共
済

目
的

等
本

年
度

予
定

前
年

度
実

績
A
 
総

額
B
国

庫
負

担
金

C
農

家
負

担
金

ａ
ａ

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
,
2
2
2
,
4
6
6

1
,
4
3
8
,
4
9
3

5
,
9
8
9
,
7
3
1

2
8
,
6
0
4

1
4
,
2
9
8

1
4
,
3
0
6

2
2
,
2
0
8

△
7
,
9
1
0

6
,
3
9
6

1
7
,
1
0
9

2
0
,
1
9
6

1
1
3
,
4
6
6

5
4
0

2
7
0

2
7
0

4
1
7

△
1
4
7

1
2
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0

4
6
,
8
2
5

5
5
,
0
5
9

2
9
3
,
7
3
8

6
,
4
3
8

3
,
2
1
9

3
,
2
1
9

5
,
2
4
4

△
2
,
0
2
5

1
,
1
9
4

1
,
2
8
6
,
4
0
0

1
,
5
1
3
,
7
4
7

6
,
3
9
6
,
9
3
5

3
5
,
5
8
2

1
7
,
7
8
7

1
7
,
7
9
5

2
7
,
8
6
9

△
1
0
,
0
8
2

7
,
7
1
3
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0

0
0
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0
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0

0
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5
7
,
0
1
6

3
5
2
,
6
0
6

9
6
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,
0
9
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1
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,
6
4
5

7
,
8
2
2

7
,
8
2
3

3
,
7
8
5

4
,
0
3
7

1
1
,
8
6
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
 
 

0
0
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0
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0

0

3
1
3
,
1
8
4

3
4
1
,
7
1
6

1
,
6
9
3
,
3
2
6

6
7
,
8
9
7

3
4
,
8
9
2

3
3
,
0
0
5

2
7
,
4
1
8

7
,
4
7
4

4
0
,
4
7
9

6
7
0
,
2
0
0

6
9
4
,
3
2
2

2
,
6
5
9
,
4
2
3

8
3
,
5
4
2

4
2
,
7
1
4
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0
,
8
2
8

3
1
,
2
0
3

1
1
,
5
1
1

5
2
,
3
3
9

1
,
9
5
6
,
6
0
0

2
,
2
0
8
,
0
6
9

9
,
0
5
6
,
3
5
8

1
1
9
,
1
2
4

6
0
,
5
0
1

5
8
,
6
2
3

5
9
,
0
7
2

1
,
4
2
9

6
0
,
0
5
2

0
頭

3
1
,
1
0
8

頭
0

0
0

0
0

0
0

0
9
,
4
3
4

0
0

0
0

0
0

0

0
8
,
2
0
9

0
0

0
0

0
0

0

0
4
5
6

0
0

0
0

0
0

0

0
4
,
7
6
8

0
0

0
0

0
0

0

0
4
,
5
4
8

0
0

0
0

0
0

0

0
5
,
3
4
3

0
0

0
0

0
0

0

0
3
9
,
8
6
8

0
0

0
0

0
0

0

0
1
0
3
,
7
3
4

0
0

0
0

0
0

0

（
注

）
農

作
物

共
済

は
ラ

ウ
ン

ド
の

た
め

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
る

。

（
注

）
家

畜
共

済
に

つ
い

て
は

、
旧

制
度

と
新

制
度

の
引

受
が

混
在

し
て

い
る

が
、

令
和

元
年

９
月

１
日

を
も

っ
て

旧
制

度
が

終
了

し
す

べ
て

の
共

済
目

的
が

新
制

度
へ

移
行

さ
れ

る
た

め
、

表
中

の
共

済
目

的
に

つ
い

て
は

、
引

受
を

見
込

ん
で

い
な

い
。

ま
た

、
表

中
記

載
の

ほ
か

、
包

括
共

済
関

係
で

一
般

馬
、

個
別

共
済

関
係

で
乳

用
種

種
雄

牛
・

肉
用

種
種

雄
牛

・
種

雄
馬

の
共

済
目

的
が

あ
る

が
、

引
受

実
績

が
な

い
た

め
省

略
し

た
。

農 　 　 　 　 作 　 　 　 　 物
麦

計

陸
　

　
　

　
稲

一
 
筆

 
方

 
式

品
 
質

 
方

 
式

半
相

殺
方

式

水 　  稲

災
害

収
入

共
済

方
式

小
　

　
　

計

備
　

考
引

 
受

 
面

 
積

 
等

共
済

金
額

F
 
手

持
共

済
　

掛
　

　
金

　
(
A
-
D
)

D
 
保

険
料

E
 
交

付
金

又
は

納
入

保
険

料
(
B
-
D
)

肥
 
育

 
用

 
成

 
牛

肥
 
育

 
用

 
子

 
牛

一
 
筆

 
方

 
式

半
相

殺
方

式

全
相

殺
方

式

全
相

殺
方

式

計

乳
 
用

 
子

 
牛

 
等

家 　 　 　 　  　 　 畜

乳
 
 
用

 
 
成

 
 
牛

そ
の

他
の

肉
用

子
牛

等

包  括  共  済

小
　

　
　

計

そ
の

他
の

肉
用

成
牛

肉
　

　
　

　
　

豚

種
　

　
　

　
　

豚



（
新
制
度
）

項
　

　
目

共
 
 
 
 
済

 
 
 
 
掛

 
 
 
 
金

共
済

目
的

等
本

年
度

予
定

前
年

度
実

績
A
 
総

額
B
国

庫
負

担
金

C
農

家
負

担
金

頭
頭

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

2
9
,
3
7
8

0
7
,
1
4
3
,
7
0
2

3
2
8
,
1
0
6

1
6
4
,
0
5
2

1
6
4
,
0
5
3

1
6
4
,
0
5
2

0
1
6
4
,
0
5
4

1
4
,
9
0
8

0
3
,
6
3
9
,
0
3
3

2
4
,
5
1
4

1
2
,
2
5
6

1
2
,
2
5
7

1
2
,
2
5
6

0
1
2
,
2
5
8

4
,
3
9
9

0
1
,
0
4
8
,
5
1
5

9
,
8
8
8

4
,
9
4
4

4
,
9
4
4

4
,
9
4
4

0
4
,
9
4
4

2
3
,
4
9
7

0
5
,
6
5
5
,
9
7
4

7
4
,
0
8
8

3
7
,
0
4
4

3
7
,
0
4
4

3
7
,
0
4
4

0
3
7
,
0
4
4

7
,
2
4
0

7
5
2

3
8
3
,
3
5
0

9
4
5

3
7
8

5
6
7

3
7
8

0
5
6
7

5
2
,
1
6
2

7
,
5
5
2

4
0
2
,
6
5
9

7
,
2
1
3

2
,
8
8
5

4
,
3
2
7

4
2
,
8
8
1

7
,
2
0
9

1
3
1
,
5
8
4

8
,
3
0
4

1
8
,
2
7
3
,
2
3
3

4
4
4
,
7
5
4

2
2
1
,
5
5
9

2
2
3
,
1
9
2

2
1
8
,
6
7
8

2
,
8
8
1

2
2
6
,
0
7
6

2
4
,
7
8
1

0
7
2
6
,
6
7
2

5
3
3
,
3
3
2

2
6
3
,
3
8
8

2
6
9
,
9
4
4

2
6
3
,
3
8
8

0
2
6
9
,
9
4
4

5
,
6
8
6

0
9
0
,
1
0
0

4
1
,
1
7
6

1
7
,
5
5
3

2
3
,
6
2
3

1
7
,
5
5
3

0
2
3
,
6
2
3

1
,
2
0
2

0
3
,
9
0
1

5
9
6

2
2
9

3
6
7

2
2
9

0
3
6
7

3
1
,
6
6
9

0
8
2
0
,
6
7
3

5
7
5
,
1
0
4

2
8
1
,
1
7
0

2
9
3
,
9
3
4

2
8
1
,
1
7
0

0
2
9
3
,
9
3
4

1
6
3
,
2
5
3

8
,
3
0
4

1
9
,
0
9
3
,
9
0
6

1
,
0
1
9
,
8
5
8

5
0
2
,
7
2
9

5
1
7
,
1
2
6

4
9
9
,
8
4
8

2
,
8
8
1

5
2
0
,
0
1
0

（
注

）

小
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

包  括  共  済

肉
　

　
用

　
　

牛

計

繁
 
殖

 
用

 
雌

 
牛

育
 
成

・
肥

 
育

 
牛

疾 病 傷 害 共 済死 亡 廃 用 共 済

乳
　

　
用

　
 
 
牛

計

肉
　

　
　

　
　

豚

種
　

　
　

　
　

豚

種
　

　
　

　
　

豚

引
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
受

備
　

考
D
 
保

険
料

E
 
交

付
金

又
は

納
入

保
険

料
(
B
-
D
)

F
 
手

持
共

済
　

掛
　

　
金

　
(
A
-
D
)

共
済

金
額

家 　 　 　 　  　 　 畜

搾
　

　
乳

　
　

牛

育
 
 
成

 
 
乳

 
 
牛

表
中

記
載

の
ほ

か
、

死
亡

廃
用

共
済

で
は

包
括

共
済

関
係

で
繁

殖
用

雌
馬

・
育

成
・

肥
育

馬
、

個
別

共
済

関
係

で
乳

用
種

種
雄

牛
・

肉
用

種
種

雄
牛

・
種

雄
馬

、
疾

病
傷

害
共

済
で

は
包

括
共

済
関

係
で

一
般

馬
、

個
別

共
済

関
係

で
乳

用
種

種
雄

牛
・

肉
用

種
種

雄
牛

・
種

雄
馬

の
共

済
目

的
が

あ
る

が
、

引
受

が
見

込
ま

れ
な

い
た

め
省

略
し

た
。



項
　

　
目

共
 
 
 
 
済

 
 
 
 
掛

 
 
 
 
金

共
済

目
的

等
本

年
度

予
定

前
年

度
実

績
A
 
総

額
B
国

庫
負

担
金

C
農

家
負

担
金

ａ
ａ

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

6
3

6
3

3
,
4
2
0

2
3
0

1
1
5

1
1
5

1
3
4

△
1
9

9
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0

4
,
5
5
3

4
,
7
8
8

4
1
4
,
3
2
0

1
1
,
8
0
4

5
,
9
0
2

5
,
9
0
2

6
,
7
6
4

△
8
6
2

5
,
0
4
0

6
2

6
2

3
,
8
0
0

1
1
2

5
6

5
6

5
4

2
5
8

4
,
6
7
8

4
,
9
1
3

4
2
1
,
5
4
0

1
2
,
1
4
6

6
,
0
7
3

6
,
0
7
3

6
,
9
5
2

△
8
7
9

5
,
1
9
4

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

8
3

8
2

5
,
7
6
0

8
2

4
1

4
1

6
1

△
2
0

2
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0

1
,
0
6
9

1
,
8
0
4

9
5
,
0
8
0

1
,
7
4
0

8
7
0

8
7
0

1
,
3
4
6

△
4
7
6

3
9
4

0
0

0
0

0
0

0
0

0

1
,
1
5
2

1
,
8
8
6

1
0
0
,
8
4
0

1
,
8
2
2

9
1
1

9
1
1

1
,
4
0
7

△
4
9
6

4
1
5

5
,
8
3
0

6
,
7
9
9

5
2
2
,
3
8
0

1
3
,
9
6
8

6
,
9
8
4

6
,
9
8
4

8
,
3
5
9

△
1
,
3
7
5

5
,
6
0
9

1
0
,
2
5
7

1
0
,
0
9
6

1
4
,
7
7
2

1
7
0

9
3

7
7

0
0

0
0

0
0

9
9
2

9
7
7

1
,
3
9
1

6
9

3
8

3
1

1
1
,
2
4
9

1
1
,
0
7
3

1
6
,
1
6
3

2
3
9

1
3
1

1
0
8

1
5
2

△
2
1

8
7

2
7
3
.
0

箱
2
5
9
.
6

箱
2
7
,
5
3
0

4
6

2
3

2
3

2
0

3
2
6

1
7
6
.
0

1
6
7
.
5

1
5
,
3
2
0

2
6

1
3

1
3

4
9

2
2

3
0
4
.
0

2
9
0
.
2

2
6
,
3
3
0

2
9
6

1
4
8

1
4
8

1
0
1

4
7

1
9
5

7
5
3
.
0

7
1
7
.
3

6
9
,
1
8
0

3
6
8

1
8
4

1
8
4

1
2
5

5
9

2
4
3

8
5
,
3
4
3

6
0
7

3
1
5

2
9
2

2
7
7

3
8

3
3
0

（
注

）
果

樹
・

畑
作

物
共

済
は

ラ
ウ

ン
ド

の
た

め
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

備
　

考
引

受
共

済
金

額
D
 
保

険
料

E
 
交

付
金

又
は

納
入

保
険

料
(
B
-
D
)

F
 
手

持
共

済
　

掛
　

　
金

　
(
A
-
D
)

樹
園

地
単

位
特

定
危

険
方

式

半
相

殺
減

収
総

合
一

般
方

式

小
　

　
　

計

初
　

 
秋

 
　

蚕
 

半
相

殺
減

収
総

合
一

般
方

式

樹
園

地
単

位
減

収
総

合
短

縮
方

式

半
相

殺
減

収
総

合
一

般
方

式

1
5
2

蚕 　 繭

計 計

 
春

　
　

　
　

蚕
　

畑 　 作 　 物

大 　 豆

樹
園

地
単

位
減

収
総

合
一

般
方

式

果 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 樹

収 　 　 　 穫 　 　 　 共 　 　 　 済

樹
園

地
単

位
特

定
危

険
方

式

半
相

殺
特

定
危

険
方

式

半
相

殺
減

収
総

合
短

縮
方

式

半
相

殺
減

収
総

合
短

縮
方

式

晩
　

 
秋

　
 
蚕

 

計

り 　 ん 　 ご

半
相

殺
特

定
危

険
方

式

樹
園

地
単

位
減

収
総

合
短

縮
方

式

半
相

殺
減

収
総

合
短

縮
方

式

樹
園

地
単

位
減

収
総

合
短

縮
方

式

小
　

　
　

計計 計

な 　 　 し

樹
園

地
単

位
減

収
総

合
一

般
方

式

ぶ 　 ど 　 う

樹
園

地
単

位
減

収
総

合
一

般
方

式

半
相

殺
特

定
危

険
方

式
樹

園
地

単
位

特
定

危
険

方
式

全
相

殺
方

式

半
相

殺
方

式
8
7

2
1

△

一
 
筆

 
方

 
式



項
　

　
目

共
 
 
 
 
済

 
 
 
 
掛

 
 
 
 
金

備
　

考

共
済

目
的

等
本

年
度

予
定

前
年

度
実

績
A
 
総

額
B
国

庫
負

担
金

C
農

家
負

担
金

棟
棟

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

－
－

－
－

－
－

－
－

－

2
1
5

2
0
8

2
,
8
2
2
,
1
2
6

1
4
,
2
1
8

7
,
5
2
0

6
,
6
9
8

3
,
9
7
9

3
,
5
4
1

1
0
,
2
3
9

1
1

1
4
4

2
1

1
1

0
1

1
2
,
5
4
4

1
1
,
5
0
3

4
,
2
2
6
,
3
9
3

1
0
9
,
0
7
5

5
5
,
6
1
1

5
3
,
4
6
4

6
3
,
5
4
1

△
7
,
9
3
0

4
5
,
5
3
4

6
6
4

6
0
8

2
,
6
2
8
,
3
5
1

3
9
,
4
3
4

2
0
,
0
8
9

1
9
,
3
4
5

1
5
,
4
1
1

4
,
6
7
8

2
4
,
0
2
3

4
7
0

4
2
3

2
,
4
5
5
,
7
0
7

2
5
,
5
5
9

1
3
,
1
2
2

1
2
,
4
3
7

9
,
2
0
0

3
,
9
2
2

1
6
,
3
5
9

3
1
0

2
8
8

1
,
8
8
0
,
6
3
5

1
0
,
5
7
6

5
,
4
1
1

5
,
1
6
5

3
,
8
5
9

1
,
5
5
2

6
,
7
1
7

8
5

8
3

5
8
7
,
8
9
4

3
,
8
5
2

1
,
9
6
8

1
,
8
8
4

1
,
6
8
8

2
8
0

2
,
1
6
4

3
,
2
8
0

3
,
0
1
4

9
1
3
,
3
9
1

1
3
,
6
8
2

6
,
8
7
3

6
,
8
0
9

4
,
0
6
8

2
,
8
0
5

9
,
6
1
4

9
2

9
2

6
4
,
5
4
5

7
6
4

3
8
2

3
8
2

3
3
5

4
7

4
2
9

1
7
,
6
6
1

1
6
,
2
2
0

1
5
,
5
7
9
,
1
8
6

2
1
7
,
1
6
2

1
1
0
,
9
7
7

1
0
6
,
1
8
5

1
0
2
,
0
8
2

8
,
8
9
5

1
1
5
,
0
8
0

4
4
,
3
3
7
,
1
7
3

1
,
3
7
0
,
7
1
9

6
8
1
,
5
0
6

6
8
9
,
2
1
0

6
6
9
,
6
3
8

1
1
,
8
6
8

7
0
1
,
0
8
1

イ
　
建
物
共
済
事

業
の

規
模

園 　 芸 　 施 　 設

Ⅲ
類

（
鉄

 
骨

 
下

）

共
済

金
額

引
受

D
 
保

険
料

合
計

Ⅳ
類

（
乙

）

Ⅴ
類

（
鉄

 
骨

 
上

）

Ⅵ
類

(
雨

よ
け

施
設

等
)

小
　

　
　

計

Ⅰ
類

（
木

　
　

竹
）

ガ ラ ス 室

Ⅱ
類

（
パ

 
イ

 
プ

）

プ ラ ス チ ッ ク ハ ウ ス

Ⅶ
類

(
多

目
的

ネ
ッ

ト
)

Ⅳ
類

（
甲

）

Ⅰ
類

（
木

 
 
造

）

Ⅱ
類

（
鉄

　
　

骨
）

F
 
手

持
共

済
　

掛
　

　
金

　
(
A
-
D
)

E
 
交

付
金

又
は

納
入

保
険

料
(
B
-
D
)

項
　

　
目

共
済

金
額

 
掛

金
総

額
純

掛
金

事
務

費
 
再

共
済

掛
金

 
再

共
済

手
数

料
 
手

持
保

険
料

共
済

目
的

等
本

年
度

予
定

前
年

度
実

績
A
+
B

A
B

C
Ｄ

A
-
(
Ｃ

-
Ｄ

)
棟

棟
万

円
千

円
千

円
千

円
千

円
千

円
千

円

建
物

総
合

1
2
,
2
9
3

1
0
,
3
6
8

1
1
,
6
0
9
,
6
6
0

2
5
4
,
6
8
1

1
7
3
,
5
8
2

8
1
,
0
9
8

7
6
,
4
0
4

2
5
,
5
9
5

1
2
2
,
7
7
3

収
容

農
産

物
タ

イ
プ

Ａ
0

0
0

0
0

0
0
.
0

0
.
0

0

収
容

農
産

物
タ

イ
プ

Ｂ
1

1
3
0
0

9
6

3
3

1
4

建
物

火
災

9
0
,
9
6
0

9
1
,
7
0
3

1
0
4
,
7
7
7
,
1
6
6

9
0
2
,
7
4
1

4
9
7
,
1
3
1

4
0
5
,
6
1
1

2
7
0
,
8
2
2

1
0
9
,
6
8
3

3
3
5
,
9
9
2

計
1
0
3
,
2
5
4

1
0
2
,
0
7
2

1
1
6
,
3
8
7
,
1
2
6

1
,
1
5
7
,
4
3
1

6
7
0
,
7
1
9

4
8
6
,
7
1
2

3
4
7
,
2
3
0

1
3
5
,
2
7
9

4
5
8
,
7
6
8

3
0
%

再
共

済
手

数
料

率
　

建
物

火
災

4
0
.
5
％

 
建

物
総

合
3
3
.
5
％

 
収

容
農

産
物

2
5
.
5
％

引
 
受

共
　

済
　

掛
　

金

共 済 関 係

　
　

　
再

　
　

共
　

　
済

　
　

割
　

　
合




